（様式１）

年　 月　 日

株式会社ジャパネットホールディングス　　御中
　　　 　住　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

競争見積合せ参加申請書
今般、2020年12月21日付で　株式会社ジャパネットホールディングス　より参加希望者募集のお知らせがありました 長崎スタジアムシティプロジェクト について、下記の工区について競争見積合せへの参加をご承認くださいますようお願いいたします。

記
１　参加希望工区
　□ Ⅰ工区（スタジアム棟・ホテル棟・南商業棟）
　□ Ⅱ工区（アリーナ・サブアリーナ棟・エネルギーセンター棟）
　□ Ⅲ工区（オフィス棟）
　□ Ⅳ工区（駐車場棟）
※いづれかに☑をつけてください。（複数の工区に参加を希望する場合は、該当の工区全てに☑を付けてください。）
２　図面・見積要項等の配布先
　氏名

：
　ＴＥＬ
：
　ＭＡＩＬ
：
備考　用紙の大きさは、日本工業規格A４版縦とします。
（様式２－１）

年　 月　 日

競争見積合せ参加資格確認書
株式会社ジャパネットホールディングス　　御中
　　　 　住　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

今般、2020年12月21日付で　株式会社ジャパネットホールディングス　より参加希望者募集のお知らせがありました 長崎スタジアムシティプロジェクト  に係る競争見積合せ参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

なお、契約を締結する能力を有しない者（未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。）及び破産者で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　施工実績を記載した書面（様式２－２）

備考　 用紙の大きさは、日本工業規格A４版縦とします。

（様式２－２）

施工実績
会社名　　　　　　　　　　　

	工事名称等
	工事名
	○○○○工事


	
	発注者
	○○○○


	
	施工場所
	○○都道府県○○市区○○町○―○－○


	
	完成時期
	○○年○月

	
	受注形態等
	単体又は特定ＪＶ名

（特定ＪＶの場合は出資比率を記入）

出資比率　○○○株式会社　○○％

○○○株式会社　○○％

	工事概要
	用途
	（建築物の主たる用途）


	
	構造
	（構造及び階数）


	
	規模
	（建築面積及び延床面積）


	
	収容人員
	（Ⅰ工区又はⅡ工区の場合のみ記載）




備考　①本紙は、参加希望工区毎に提出してください。
　　　②代表的な工事を1件記載してください。

　　　③施主の発行する証明書もしくは契約書の写しを添付してください。
(様式３)
株式会社ジャパネットホールディングス
代表取締役　兼CEO　高田旭人　殿
秘密保持誓約書
　弊社は、貴社または別紙記載の貴社グループ会社（以下「貴社ら」といいます。）が弊社に対して開示する貴社らの保有する秘密情報の保持に関して、以下のとおり遵守することを誓約いたします。
第1（秘密情報の範囲）
1. 本誓約書において「秘密情報」とは、「長崎スタジアムシティプロジェクト」を目的（以下「本件目的」といいます。）に必要な範囲で開示された次の各号に定める情報をいいます。
(1) 文書、電子メール、口頭及び電子記録媒体その他の方法により、貴社らから弊社が受領する、貴社らに関する製品情報、技術情報、営業情報及び顧客情報その他一切の業務上の情報
(2) 本件目的の内容、貴社ら及び弊社が本件目的にかかる検討を行っている事実並びに貴社ら及び弊社による本件目的にかかる検討結果
(3) 本誓約書の存在及び内容
2. 前項の規定にかかわらず、次の各号に定める情報は、秘密情報に含まれないものとします。
(1) 開示された時点において、弊社が秘密保持義務を負うことなく保有していた情報
(2) 開示された時点において、既に公知であった情報
(3) 開示された後に、弊社の故意又は過失によらずに公知となった情報
(4) 貴社らに対して秘密保持義務を負わない正当な権限を有する第三者から、弊社が秘密保持義務を負うことなく適法に取得した情報
(5) 貴社らから開示された情報によることなく、弊社が独自に開発した情報
第2（秘密保持義務）
1. 弊社は、秘密情報を善良なる管理者の注意をもって厳に秘密として取扱うものとします。
2.
弊社は、次の各号に定める開示を除き、貴社らによる事前の書面による承諾を得ることなく、秘密情報を第三者に対して開示又は漏えいしてはならないものとします。
(1) 本件目的の検討のために秘密情報を知る必要のある弊社の役員及び従業員に対する開示
(2) 本件目的の検討のために秘密情報を知る必要のある、弊社が依頼する弁護士、公認会計士、税理士その他法律上秘密保持義務を負う外部の専門家に対する開示
3. 前項各号に基づいて秘密情報を開示する範囲は、本件目的のために必要最小限の範囲に限られるものとし、弊社は、開示を受ける者（法律上秘密保持義務を負う者を除く。）に対し、本誓約書に定める秘密保持義務と同等の義務を課し、その義務の履行について責任を負うものとします。
4. 弊社は、第1項及び第2項の義務に違反し、若しくは秘密情報の漏洩等の事故が生じた場合、又はそれらの恐れがある場合には、自ら適切な措置を講じるとともに、直ちに貴社らに詳細を報告し、貴社らの指示に従うものとします。
5. 第2項の規定にかかわらず、弊社は、裁判所、監督官庁その他の弊社を規制する権限を有する公的機関から、法令又は当該公的機関の規則（以下「法令等諸規則」という。）に基づいて開示当事者の秘密情報の開示又は公表を求められた場合には、法令等諸規則に基づき開示又は公表が必要となる範囲においてのみ、秘密情報を開示又は公表することができます。ただし、弊社は、法令等諸規則の許容する範囲内で、かかる法令等諸規則に基づく開示又は公表の概要を事前に貴社らに通知し、開示又は公表の対象となる秘密情報の保護につき合理的な範囲で協力するものとします。
第3（目的外使用の禁止）
弊社は、秘密情報を本件目的のためにのみ使用するものとします。
第4（秘密情報の複製）
弊社は、本件目的のために必要な範囲において秘密情報を複製（文書及び電子記録媒体その他一切の記録媒体への記録を含む。）、編集又は引用することができるものとします。但し、当該複製物に記録された情報、編集又は引用された情報も秘密情報に含まれるものとします。
第5（秘密情報の返還及び破棄）
弊社は、本件目的が行われないことが決定された場合、本件目的を達成し若しくは達成できないことが確定した場合、本誓約書の弊社の義務に違反した場合又は貴社らが求めた場合には、実務上可能な限り速やかに秘密情報及びその複製物を貴社らに返還するか、貴社らの承諾を得てこれらを破棄するものとします。但し、法令等諸規則によって、弊社に秘密情報の保持が求められている場合を除きます。
第6（許諾）
貴社及び弊社は、本誓約書に基づく秘密情報の開示が、貴社らの知的財産権の弊社に対する譲渡又は実施許諾を伴うものではないことを確認します。
第7（損害賠償）
1.　 弊社が本誓約書に違反したことにより第三者に損害を与えたときは、弊社がその解決のための一切の折衝及び賠償の責任を負います。

2. 　弊社が本誓約書に違反した場合には、貴社は弊社に対して、当該違反に基づいて生じた一切の損害及び費用（貴社らについて生じたもの、及び、合理的な弁護士費用を含む。）を請求できるものとします。
第8（有効期間）
本誓約書の有効期間は、開示した情報が公知の事実となるまでとする。なお、業務契約等を別途締結し、そのなかで秘密保持あるいは守秘義務に係る条項が定められている場合は、当該契約等の秘密保持あるいは守秘義務に係る条項を優先させるものとし当該契約締結を以って本誓約書は失効するものとする。
第9（反社会的勢力の排除）

1. 　弊社は、自社、自社の株主・役員その他自社を実質的に所有し、若しくは支配するものが、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
 ⑴暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
⑵暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
     ⑶自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってする等、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
 ⑷暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をしていると認められる関係を有すること 

⑸役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 
2. 　弊社は、暴力団員等と取引関係を有してはならず、事後的に、暴力団員等との取引関係が判明した場合には、これを相当期間内に解消できるよう必要な措置を講じます。 
3.   弊社が本条の表明又は確約に違反した場合、貴社は弊社に対し、何らの通知又は催告をすることなく直ちに本誓約書にかかる取引の全部又は一部について、履行を停止し、又は解除することができます。この場合において、弊社は履行停止又は解除によって被った損害の賠償を請求することはできません。 
4.   弊社が本条の表明又は確約に違反した場合、貴社は弊社に対し、これによって被った一切の損害の賠償を請求することができます。
第10（個人情報の管理）
弊社は､本件目的使用に関連して貴社らから開示された個人情報（個人情報の保護に関する法律第2条第1項に定めるものをいう。）について、以下の各号の規定を遵守します。
(1) 個人情報保護の取扱いに関する法令、国が定める指針その他の規範を遵守すること
(2) 開示個人情報に対する不正アクセス又は開示個人情報及び開示個人情報を含むデータベース等の漏洩、滅失、改竄又は毀損を防止するため必要かつ合理的な安全管理措置を講じること　　
(3) 貴社の指示に従い、開示個人情報を正確かつ最新の状態で保管すること 

(4) 開示個人情報を、善良なる監理者の注意義務をもって管理すること

第11（譲渡禁止）
弊社は、貴社の事前の書面による承諾がない限り、本誓約書により生じた契約上の地位を移転し又は本誓約書により生じた自己の権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡してはならないものとします。
第12（準拠法・管轄）
1. 本誓約書は、日本法に準拠し、日本法に従い解釈されます。
2. 弊社は、本誓約書に起因し又は関連する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意します。
第13（誠実協議）
弊社は、本誓約書に定めのない事項又は本誓約書の条項に疑義が生じた事項について、信義誠実の原則に従い、貴社と協議の上、これを解決するものとします。
以上
上記誓約の証として、記名押印した本書１通を貴社に提出いたします。
（弊社でも本書写しを保管いたします。）
２０　　年　　月　　日
東京都
株式会社
代表取締役　
別紙（秘密保持誓約書）
グループ会社一覧表
	No.
	社名

	1
	株式会社ジャパネットホールディングス

	2
	株式会社ジャパネットたかた

	3
	株式会社ジャパネットメディアクリエーション

	4
	株式会社ジャパネットサービスイノベーション

	5
	株式会社ジャパネットコミュニケーションズ

	6
	株式会社ジャパネットロジスティクスサービス

	7
	株式会社V・ファーレン長崎

	8
	株式会社リージョナルクリエーション長崎

	9
	株式会社ジャパネットコミュニケーションデザイン

	10
	株式会社ジャパネットリージョナルスタッフィング

	11
	株式会社長崎ヴェルカ

	12
	株式会社ジャパネットブロードキャスティング


上記に記載されるグループ会社に変更がある場合、貴社弊社間の合意により、適宜別紙を差し替えることが出来ます。
